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第 13 回「次世代資金決済システムに関する検討タスクフォース」の模様 

  

１．日 時 2022 年 12月 27日（火）10：00 ～11：50 

 

２．場 所 ウェブ開催（Webex） 

 

３．議 題 各テーマ（①全銀システム参加資格拡大および多頻度小口決済サ

ービスの実現、②APIゲートウェイ、③次世代資金決済システムの

基本方針取りまとめ、④決済へのデータ連携・ZEDI 利活用促進）

の検討状況等について 

 

４．議事内容 

 「①全銀システム参加資格拡大および多頻度小口決済サービスの実現」におい

ては、事務局から、本年 10月の全銀システム参加資格の資金移動業者への拡大

等について説明後、株式会社ことらから、ことらプロジェクトの進捗状況を説明。 

「②APIゲートウェイ」においては、事務局から、次世代資金決済システム検

討ワーキンググループ（次世代 WG）や関連する検討部会において整理した API

ゲートウェイの各論点に対する方向性について説明。 

「③次世代資金決済システムの基本方針取りまとめ」においては、事務局から、

次期全銀システムにおける各対応方針案について説明。続いて、①～③のテーマ

についてメンバーで意見交換を実施。 

「④決済へのデータ連携・ZEDI 利活用促進」においては、事務局から、デジ

タルインボイス・決済連携サービス開発助成プロジェクトの公募結果、請求・決

済データ連携における協調領域と考えられる対応等について報告。 

 

① 全銀システム参加資格拡大および多頻度小口決済サービスの実現 

事務局およびことら説明概要 

（全銀ネット 千葉企画部長） 

 本年 10 月７日に業務方法書を改正し、全銀システムの参加資格の資金移動

業者への拡大が実現1。 

 また、資金移動業者の内国為替制度および全銀システムに対する理解を高め

るため、本年 11 月に資金移動業者向けに説明会を開催。同説明会の資料は

全銀ネットのウェブサイトに掲載中2。 

 
1 全銀ネット（2022 年 10 月７日）「全銀システム参加資格拡大の実現について」https://www.zengin-

net.jp/announcement/pdf/announcement_20221007.pdf 
2 全銀ネット（2022年 11 月４日）「全銀システムの概要と参加手続き等について」https://www.zengin-

net.jp/zengin_system/pdf/221104meeting.pdf 

https://www.zengin-net.jp/announcement/pdf/announcement_20221007.pdf
https://www.zengin-net.jp/announcement/pdf/announcement_20221007.pdf
https://www.zengin-net.jp/zengin_system/pdf/221104meeting.pdf
https://www.zengin-net.jp/zengin_system/pdf/221104meeting.pdf
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 多頻度小口決済の利便性向上に係る対応について、ことらの資金清算スキー

ム実現に係る全銀システム側の仕様変更を実施し、全ての工程を問題なく完

了。その後、ことらシステム側における本番環境を利用した関係者の試行を

経て、本年 10 月にサービス開始。 

 

（ことら 川越社長） 

 本年 10 月 11 日からことら送金サービスの提供を開始。現在 31 行が参加し

ており、2023 年４月以降、新たに 30行が参加する予定。また、銀行のほか、

信用金庫や資金移動業者も加盟準備を進めている。 

 ことら送金サービスは、①携帯番号だけで送金可、②銀行振込よりも安価（稼

動中の 31行の送金手数料は無料）、③相手のアプリに関係なく送金可といっ

たことが特徴。なお、日本ではすでに様々な決済アプリが国民の生活に浸透

しているため、ことら送金サービス専用アプリを作るよりも、既存のアプリ

を繋ぐ方が、ユーザー利便性の向上に資すると考えられることから、専用ア

プリは用意していない。 

 サービス開始から２か月強が経過しているが、安定稼動を継続している。こ

れまでに、金額累計で 35億円超、件数累計で 12万件超の取引があり、送金

金額としては１万円未満がボリュームゾーンである。また、コアタイム（平

日日中）よりもモアタイム（休日・平日夜間）における取引が多い傾向が見

られる。 

 今後について、2023年４月から税公金サービスを提供開始予定。同サービス

への参加行と現在調整中。 

 

② APIゲートウェイ 

事務局説明概要 

（全銀ネット 千葉企画部長） 

 本年９月の全銀ネット理事会において、一定の条件（RCと同等のサービスレ

ベルの確保、中長期的にコスト等のメリットが得られること、次期全銀シス

テムにおいて継続利用ができること）が充足されることを前提に、第７次全

銀システム稼動期間中（～2027 年）に API を活用した新たな接続方法であ

る APIゲートウェイを構築すること等を決定。 

 これを踏まえ、本年９月以降、次世代 WGおよび関連する検討部会において、

各論点における方向性について以下のとおり検討。 

論点 方向性 

全加盟銀行の利用を 

想定した要件見直し 

RCと同等のサービスレベル（性能・セキュリティ等）が確

保されることを前提に、一部の要件を前回 RFPから見直し 

APIゲートウェイの 2025 年～2026 年を有力な選択肢としつつ、さらなる時期
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論点 方向性 

サービス提供開始時期 の絞り込みに向けて検討中 

RCの廃止時期 RCから APIゲートウェイへの移行リスク、加盟銀行間の公

平性、RCと APIゲートウェイの二重コストの観点から、最

もメリットが大きいと考えられる 2035 年（RC23 シリーズ

最終導入行のシステムライフ到来時）とする方向で検討中 

 

③ 次世代資金決済システムの基本方針取りまとめ 

事務局説明概要 

（全銀ネット 千葉企画部長） 

 今年度中の次期全銀システムの基本方針案の取りまとめに向け、「安全性」

（原則、現状維持）、「効率性」（使用していない機能、過度な機能は廃止・簡

素化）、「柔軟性」（コストや影響範囲を踏まえ導入について検討）の３つの

コンセプトのもと、各論点について以下のとおり検討。全銀システムの安全

性確保と利便性・柔軟性向上の両立を実現するために、現行システム期間中、

次期全銀システム稼動時、次期全銀システム稼動移行と、段階的に全銀シス

テムの高度化に取り組んでいく方針。来年度は、基本方針に沿って、RFPを

実施し、開発ベンダーを選定のうえ、開発に着手する予定。 

 

【システムの基礎的事項・前提事項の対応方針案】 

テーマ 方向性 

グランド

デザイン 

・安全性を維持しつつ、負担軽減のための効率化と環境変化に対応できる

柔軟性を確保 

・ミッションクリティカルエリア（主要業務を提供）とアジャイルエリア

（主要業務に付加される業務を提供）に分けた構造 

基盤技術 ・メインフレームからオープン化へのシフトを志向 

接続方法 
・次期全銀システム稼動時には RC と API ゲートウェイを併存。中長期的

には APIゲートウェイに一本化 

 

【業務要件・システム構成・機能/非機能要件の対応方針案】 

 現行システムにおける取扱業務・提供機能の棚卸しを行ったうえで、安全性・

効率性・柔軟性の実現を念頭におきながら、業務要件・システム構成・機能

/非機能要件の対応方針案を以下のとおり検討。使用頻度の低い機能や過度

な機能については、極力統合・スリム化する方向。 
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論点 対応方針案 

センタの構成 

・次期全銀システムにおいても、現行と同等の安全性・可用性の確保 

・コア／モアタイムシステムの構成は参加者への影響も踏まえ、現状維持。 

・柔軟性・効率性向上のため、機能特性に応じた集約化・再配置を行う 

・機能間連携は疎結合化を前提として、重複感のない最適な機能配置を志向 

運用時間帯 ・現行と同様の運用時間帯を維持 

テレ為替処理 
・基本的な処理スキームは現行の処理を踏襲。ただし、拡張性・柔

軟性確保のため、可能な限りシンプルな設計を志向 

テレ為替の取扱種目 

・取扱いがない種目は廃止する方向のほか、利用件数・金額が少な

い種目は要件定義工程での参加者の利用実態を踏まえ廃止要否を

検討し、スリム化を図る 

新ファイル転送

処理 

・処理方法は現行のかたちを踏襲。 

・参加者の業務効率化・運用負担軽減の観点から、テレ為替と新ファイ

ル転送にセットできる情報の統一化・制度化について検討 

新ファイル転送

の取扱種目 

・取扱いがない種目は廃止する方向のほか、利用件数・金額が少な

い種目は要件定義工程での参加者の利用実態を踏まえ廃止要否を

検討し、スリム化を図る 

使用可能文字 
・次期全銀システム稼動時は現行と同様としつつ、将来を見据えた

あるべき姿の検討が必要 

決済処理概要 
・現状の枠組み（１億円以上は即時グロス決済、１億円未満は時点

ネット決済）を維持 

仕向超過額管理

処理 

・情報系の高度化や担保管理・仕向超過額管理の API化等により、

仕向超過限度額の運用性向上（即時引上げ等）を志向 

担保管理 ・「仕向超過額管理処理」との連携による運用性向上を志向 

管理・還元資料 ・柔軟な分析・集計を可能とする方向性を志向 

金融機関店舗情

報処理 

・加盟銀行の煩雑な登録手続きの解消や、一部手作業を行っている

処理の自動化を含めた負担軽減を志向 

情報系システム 

・テレ為替・新ファイル転送業務との結合度を下げることで、情報

系システムの機能をスリム化し、データ参照の業務に特化 

・機能重複の排除や参加者側の運用柔軟化の実現を志向 
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【アジャイルエリアにおける新機能・新サービスの対応方針案】 

 次期全銀システムの稼動時は、安全性・効率性・柔軟性が確保されたシステ

ムへの移行を重視。これにより、次期全銀システム稼動期間中、環境変化や

利用者ニーズの変化を踏まえ、稼動時に実装していない機能等を追加的・段

階的に実装することも展望。 

機能 対応方針案 

受取人口座確認 
・稼動時の実装を志向 

・システム影響やコストを中心とした比較検討を行うことが必要 

Addressing Service 

（口座番号によらない振込

を実現できる機能） 

・将来の環境変化や利用者ニーズの変化等を見据え、実装に

向けた準備を進めておくことは有益か 

Request to Pay 

（受取人起動型の送

金フロー） 

・将来の環境変化や利用者ニーズの変化等を見据え、実装に向けた準

備を進めておくことは有益か。他方、参加者システムに与える影響

等を踏まえると、次期全銀システムの稼動時の実現は困難か 

金融 EDI（データ連携） 
・当面の間 ZEDI を前提としつつ、将来の環境変化への備え

として、事業者ニーズや諸外国の動向等をフォロー 

AML/CFT ・全銀協が設立する新会社の取組みをフォロー 

 

意見交換 

 全銀システムの参加資格拡大の実現や API ゲートウェイ接続に向けた検討

に尽力いただき、敬意を払いたい。引き続き、資金移動業者の全銀システム

参加促進のため、関係者の理解を高めるための取組みを行うとともに、イン

ターオペラビリティの確保に向けて一層尽力いただきたい。 

 ことらについて、2023 年４月開始のことら税公金サービスへの期待感を伺

いたい。また、資金移動業者等のフィンテック事業者のことら送金サービス

参加に向けた調整状況も伺いたい。 

 既存の RC から API ゲートウェイへ全面移行することについて評価するが、

RCの残存期間（2035年まで）は長すぎると思われる。可能な限り早期に RC

から APIゲートウェイに移行することを目指すべき。 

 次期全銀システムについて、ミッションクリティカルエリアとアジャイルエ

リアに分けたうえで、効率性の観点から、各機能を１つ１つ見直している現

在の対応を評価。アジャイルエリアについては、利用者利便を第一に、技術

革新による新サービスの導入等も視野に検討を進めてほしい。（日本総合研

究所 翁理事長） 

⇒ ことら税公金サービスは、ことらサービス対応アプリで全国の税公金の
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支払いができるもの。2023 年４月に同サービスが開始されると同時に、

ことら加盟銀行も増えることから、相乗効果でことらサービスの利用が

広がることが期待される。また、加盟銀行の拡大に向け、現在、系統金

融機関、ネット銀行および資金移動業者と個別に調整を行っているとこ

ろであり、時間はかかるかもしれないが、今後も多くの事業者の参加が

見込まれる。（ことら 川越社長） 

⇒ RCの残存期間については、RCと APIゲートウェイの併存による二重コス

トのほか、RCから APIゲートウェイへの移行リスク、加盟銀行間の公平

性（RC23シリーズを期間満了まで利用できない銀行が生じないようにす

る）を踏まえたもの。加盟銀行の意向も踏まえながら決定していきたい。

（全銀ネット 千葉企画部長） 

 

 2020 年度の次世代資金決済システムに関するタスクフォース（次世代 TF）

の報告書は、預金取扱金融機関に限定している全銀システムの参加資格につ

いて、2022 年中を目途に資金移動業者に拡大することが望ましい旨などを

提言。以後、次世代 TF傘下の WG等において、本件に係る諸論点の検討を続

けた結果、本年 10 月に全銀システムの参加資格拡大を実現することができ

た。この間、当協会も全銀ネットと連携し、資金移動業者向けの説明会の開

催や、資金移動業者の APIゲートウェイ利用見通しに係るアンケートの取り

まとめに協力した。本件の実現に向け、関係者には厚く御礼申しあげる。 

 全銀システムへの参加は、各資金移動業者がコスト負担等を勘案し、自社の

ビジネスモデルや経営戦略等を踏まえ判断するものである。一方、資金移動

業者にとって送金コストの低減につながる可能性がある。また、顧客にとっ

ても、預金取扱金融機関と資金移動業者間のインターオペラビリティが確保

されることによる利便性の向上が期待され、ひいてはキャッシュレスの進展

に寄与するものと考えられる。当協会は、今後も対話の機会の提供など全銀

ネットと協力して、資金移動業者の全銀システムの理解向上に向けた取組み

を続けたい。（日本資金決済業協会 長楽専務） 

 

 足許のキャッシュレスの流れを受け、全銀システムの参加資格拡大やことら

送金サービスが実現されたことは喜ばしい。今後は、全銀システム参加の実

現に向けて実務面を含め参入のハードルを下げるような取組みについても

検討を行ってほしい。 

 APIゲートウェイ構築に向けた議論が着実に進んでいることは評価するもの

の、銀行や全銀システムの果たすべき役割、決済へのニーズ、商流のあり方
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等が変化し得るなか、RC の廃止時期を 10 年以上先の 2035 年とするのはや

や長すぎると感じる。こうした変化のなかで対応スケジュールを含め全銀シ

ステムはどうあるべきか、検討することが必要。 

 次期全銀システムにおいて、ミッションクリティカルエリアとアジャイルエ

リアに分けた構成とすることは重要。アジャイルエリアにおいては、その

時々のニーズに応じた機能を実装する柔軟な構造とすることが望ましい。

（TMI総合法律事務所 葉玉弁護士） 

 

 顧客本位の業務運営という観点から、お客様の最善の利益を追求するために、

手数料がより安価なことら送金サービスへの参加を当行も検討している。イ

ンターネットバンキングは手数料がかかる一方、ことら送金サービスは無料

であるという状況に対し、ことら社や参加銀行は、どのような取り組みを行

っているのか教えてほしい。（京葉銀行 松木部長） 

⇒ ことら送金サービスとインターネットバンキングによる通常の振込は別

物であることを事業者がしっかり説明し、お客様に理解いただいた上で

ご利用いただく必要があると認識。お客様が誤認しないような UI/UX を

設計することを促す「UI/UXガイドライン」を加盟事業者に提示している。

（ことら 川越社長） 

⇒ 当行のアプリでは、振込・送金の画面において、通常の振込とことら送

金のボタンが選択できるようになっている。ことら送金のボタンの下に、

「個人あて・１回あたり 10万円まで」や「他行・他社へも送金手数料無

料」といった案内文を分かりやすく入れている。（三井住友銀行 内藤部

長） 

 

 全銀システムの参加資格拡大は関係各所の協力により実現できたものであ

り、関係者の１人として御礼申しあげる。本件はオープンに議論してきた一

方、今夏以降の報道により初めて本件を認識した資金移動業者も多くいる模

様。すでに 11 月に資金移動業者に対する説明会を実施済とのことだが、今

後も資金移動業者との対話や説明会を継続いただきたい。Fintech 協会とし

ても周知活動を協力したい。 

 次期全銀システムにおいて、ミッションクリティカルエリアとアジャイルエ

リアのエリア分けや、安全性・効率性・柔軟性を同時に実現することは重要。

特に、アジャイルエリアにおいて実装を検討している Addressing Service

等は、ことらシステムにおいてすでに実装されていることから、当該システ

ムを活用して、共通インフラとして稼動するのが望ましいのではないか。 
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 ことら送金サービスを実際に利用してみて、送金手数料が無料である点、受

け手側は同サービスの登録が必須ではない点、ATMに行く必要がない点など、

改めて便利さを実感。一方、同サービス対応アプリの UI/UX に課題を感じて

いるユーザーが多くいるように見受けられる。今後、UI/UX に優れたアプリ

が提供されると、同サービスもより広まると思う。また、利用上必須である

KYCについては、すでにダウンロードしている銀行等のアプリで KYCが済ん

でいれば、ことら送金サービス開始時に再度手続きする必要がない。同サー

ビスに対応するアプリを増やすことで、利用者における KYC の負担が軽減で

き、さらなる同サービスの広がりが期待できる。なお、現在のことら送金サ

ービスは個人に特化したものだが、今後、法人向けサービスを提供する予定

はあるか。（Fintech 協会 沖田代表理事会長） 

⇒ アプリは競争領域であり、競争の中でアプリの UI/UX は洗練されていく

と思料。現在、ことら送金サービスの新たな共同利用型アプリの提案が当

社に複数寄せられている状況であり、こうしたアプリがサービスインす

れば、ことら送金サービスもさらに広がり、ユーザー利便性の向上にもつ

ながることが期待できる。なお、サービスインしたばかりで利用実績が今

後どのように動くか等が見えていないなか、リスク管理方法等の大幅な

見直しが必要となる可能性のある法人向けサービスの提供は、現時点で

視野に入れていない。（ことら 川越社長） 

 

 全銀システムの参加資格拡大や多頻度小口決済サービスの実現に向け、尽力

した関係者に敬意を表したい。今後はこれらの制度やサービスが実際に広く

使われるよう、引き続き検討をしていただきたい。 

 次期全銀システムにおいてミッションクリティカルエリアとアジャイルエ

リアにエリア分けする方針は全面的に賛成。アジャイルエリアにおいては、

実装する機能を追加・増強するだけでなく、新技術の進展やニーズの変化に

応じて機能の削減・廃止や方向転換にも躊躇しないようにすることが望まし

い。（長島・大野・常松法律事務所 井上弁護士） 

 

 ことら送金サービスを利用したところ、利用開始時の KYCは手間がかかるも

のの、それを乗り越えれば非常に便利なサービスである。銀行等の各アプリ

提供者が競争領域である UI/UX等の利便性を高めていくことは、日本のオー

プンイノベーションの進展のうえで極めて重要であることから、各金融機関

において自社アプリ等にことら送金サービスをどのように組み込んでいく

かは重要な検討事項であると思料。また、2023年４月からのデジタル給与振
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込の解禁も踏まえ、資金移動業者にはインターオペラビリティの確保のため、

ことら送金サービスや全銀システムの参加に向けた具体的な検討を進めて

いただきたい。 

 次期全銀システムについて、アジャイルエリアに実装する機能を検討するな

かで、利用者ニーズや技術水準に合わない機能等がある場合は、勇気をもっ

て実装しないことも重要。また、コア/モアの併存については、リスク管理

の観点から残された課題がないかを確認すべき。（明治大学 小早川教授） 

 

 全銀システムの参加資格拡大の実現は、システム稼動以降の大きな節目の１

つと捉えている。事務局をはじめとする関係者の皆様のご尽力に感謝を申し

あげたい。今後の運用にあたっては、金融庁としても関係者の皆様とよく対

話しながら対応していきたい。 

 ことら送金サービスは、長らく課題であった小口決済の利便性向上への「現

実的な解」として取組みを進めていただいたものであり、これが実現に至っ

たことを行政の立場からも歓迎したい。今後は、利用者利便のさらなる向上

に向けて、幅広い業態からの参加や、サービスの一層の充実を期待している。 

 APIゲートウェイの構築や次期全銀システムについては、具体的な内容につ

いて検討する段階に入りつつあるなか、関係各方面の皆様による活発な議論

を通じて最適な解を見出していくことが重要と考えている。金融庁としても

議論の状況をしっかりフォローしていきたい。（金融庁 山下課長） 

 

④ 決済へのデータ連携・ZEDI利活用促進 

事務局説明概要 

（全銀ネット 千葉企画部長） 

 本年８月に開始したデジタルインボイス・決済連携サービス開発助成プロジ

ェクトについて、助成趣旨を満たしている 18 社を助成先として内定。助成

先の各企業は、原則 2023 年３月末までに所定の開発等を実施したうえで、

全銀ネットに結果報告書を提出する予定。 

 助成プロジェクトの公募結果を踏まえると、ZEDIがデジタルインボイス（JP 

PINT）に関連するソフト・サービスに組み込まれ、JP PINT の導入を契機と

した請求・決済データ連携の実現に向けた取組みが進展しつつある状況。こ

うした流れを持続的なものとするため、請求・決済データ連携における協調

領域と考えられる対応を以下のとおり整理。 

① JP PINTの公表を受けた、ベンダーの開発負担軽減・相互運用性を実現

するための決済領域のデータ標準化（金融 EDI情報標準の策定） 

② 複数の金融機関の取引を有する企業の事務負担軽減、多画面問題を解消
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させるためのサービス 

③ 企業のデジタル化・DX化を推進するための金融機関による取引先企業の

デジタル・DX支援等 

④ 受発注・請求から決済へのデータ連携に係るロールモデルの創出と横展

開 

⑤ 面的な広がりを実現するために必要となるベンダーによる請求・決済デ

ータ連携開発の促進とデータ連携に係る企業に対するインセンティブや

エンフォースメント 

 ①について、金融 EDI情報の標準化を図ることで、特定の業界や会計ソフト

等に依存することなく、ZEDI を利用したデータ連携による消込処理等の対

応が進むことが期待されること等から、JP PINTに対応した新たな金融 EDI

情報標準として「DI-ZEDI（ディーアイ ゼディ）」の策定を検討しており、

今年度中の対外公表を目指している。また、今後の JP PINTの進展を見据え、

「DI-ZEDI」への一本化も視野に、「S-ZEDI」の存廃を検討予定。 

 政府の取組みについて、IPA-DADC等は、本年 11月に「企業間取引将来ビジ

ョン検討会」を設置。同検討会における先行して取り組むモデル分野の１つ

として、「経理・財務のデジタル完結」を設定し、経理処理のデジタル完結

による消込自動化等を検討していく予定。関連事業として、NEDOによる受発

注・請求決済分野の実証事業とも連携している。 

 また、IPA-DADC では、ZEDI利活用促進ワーキンググループ（ZEDI WG）にお

ける指摘を踏まえ、官公需取引のデジタル化に向けたアーキテクチャの検討

にも着手。 

 そのほか、デジタル庁では、データの相互運用性を担保するための技術的体

系として、政府相互運用フレームワーク（Government Interoperability 

Framework：GIF）を策定。今後、同フレームワークと DI-ZEDI の連携につい

て検討予定。 

 ZEDIの更改判断は 2023年３月に実施予定。上記を踏まえると、足許、請求・

決済のデータ連携（ZEDIの活用可能性）の機運が高まっていると評価される

こと等から、当面の間 ZEDIによるデータ連携を前提とする方向。 

 

意見交換 

 デジタルインボイスを契機に ZEDIが普及しなければ、ZEDI の発展は望めな

いと思っていたところ、今回の助成プロジェクトに多様なベンダーから応募

があったことは喜ばしい。次のステップである実需の増加に向けて、まずは、

デジタル庁と協力し、GtoBの官公需取引における ZEDIの利活用を進め、裾

野を広げることが期待される。また、民民においては、裾野の広い建設業や
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自動車産業における利活用に向けて検討を進めてほしい。このチャンスを逃

さないように、一気に検討を進めるべき。（TMI 総合法律事務所 葉玉弁護

士） 

 

 EDI 利用による企業間取引の効率化を図る取組みに関する主な論点として、

デジタルインボイスに対応する DI-ZEDIと GIFとの連携と、官公需取引にお

ける EDI情報の利用に向けた検討があると認識。年明けからは、デジタル庁

を中心に政府内で検討を進める予定であり、幅広い事業分野に関連するもの

であることを踏まえ、全銀ネットを含め、引き続き関係各方面とよく連携し

ていきたい。（金融庁 山下課長） 

 

 助成プロジェクトに応募した 18社の結果報告書から得られる知見や ZEDIの

今後の課題等について整理して、次世代 TFや ZEDI WGにおいてフィードバ

ックしてほしい。（明治大学 小早川教授） 

 

以 上 


